
決算書掲載頁　175

内
訳

市内中小企業における勤労者の福利厚生事業を充実し、労働環境の向上を図る。

勤労者福祉の更なる充実に向け、法人の自立化と効率的な事業運営を図る。

貢
献
度

今
後
の
方
向
性

福利厚生を充実する勤労者
元気創造都市

施
策
の
大
綱

産業経済部産業政策課

事業： 勤労者福利厚生事業 0270

14

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第3章

目

的

総
合
評
価

妥当性

効率性

有効性

施策に対する
事業貢献度

根

拠

B

勤労者等の福利厚生が充実できた。

A

勤労者等の福利厚生を充実することができた
が、今後もより多くの会員獲得に向け、各事
業所に対しＰＲしていく必要がある。

B

A

A

目

標

市内の中小企業を営む事業主及び中小企業に勤務する勤労者の福利厚生制度の充実を支援し、大企業や公務労働者
との格差是正を図る。

事
業
費
・
財
源

事業費

一人あたり

世帯あたり

財
源
内
訳

総コスト

人件費

公債費 評
価
理
由

一般財源

国府支出金

地方債

その他特定財源

4,593

42

97

2,288

2,305

0

2,288

0

0

0

事業費 2,288

(決算額) (千円) (千円)

(円)

(円)

コ
ス
ト
情
報
・
評
価

所管課

市内の中小企業（３００人以下）で働く人達が、（公財）河内長野市勤労者福祉サービスセンターの各事業をとおして、楽
しく、安心して働ける環境を育てると共に、事業所・商店の健全な振興発展に寄与するため支援を行う。

事
業
費
・
財
源

細事業：(公財)勤労者福祉サービスセンター支援事業 01事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
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訳

内
訳

平成26年度 平成25年度 比　較 平成26年度 平成25年度 比　較
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的
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価
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職員数

再任用職員数

1

直営 昭和54年度

勤労者福祉サービスセンター会員又は、従業員３００人以下の事業所等で、勤労者
福祉サービスセンターに参加しようとする事業所

（公財）河内長野市勤労者福祉サービスセンターが独自財源で運営できることをめざし、会員の増加及び事務の効率化
を図ることで自立化を促す。
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0.30

0.00
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(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

（公財）河内長野市勤労者福祉サービスセンター事業の運営安定を図ることにより、より多くの勤労者市民等の福利厚
生の充実を図る。目

標
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事業：勤労者福利厚生事業                                

 

１．公益財団法人 河内長野市勤労者福祉サービスセンター支援事業 

公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンター（（旧）勤労市民互助会）は、市内の事業所・商店等に勤務

する勤労者等の福利厚生の向上と事業所・商店等の健全な振興・発展に資することを目的として、昭和５４年４月

に発足した公益的な団体であり、平成２５年４月には公益財団法人格を取得した。又、事務局体制を商工会に移譲

し、商工会会員を対象とした、サービスセンターの会員拡大の取組みをすすめ、安定的な組織運営をめざした。 

本市としては、市内中小企業の労働力の確保と勤労者の職場定着促進に資する当該団体に対して、事業活動の支

援を行った。 

 

細事業：（公財）勤労者福祉サービスセンター支援事業                             

１．公益財団法人 河内長野市勤労者福祉サービスセンター支援事業 

市内中小企業の労働力の確保と勤労者の職場定着促進に資する公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセン

ターに対して、事業運営の健全化と団体組織の自立化に向けた育成指導を行うとともに、事業運営補助金を交付し

た。 

 

  ・補助金交付額   事業運営補助金  ２,２８８,０００円 

  ・会員数      ２０９事業所   ８７５人 （平成 27年 3月末日現在） 

  ・法人事業内容  【福利厚生事業】  利用者件数 ３，６１９件   

・人間ドック・成人病検診費用の補助、宿泊補助、各種イベントの割引斡旋等 

           【慶弔給付事業】  給付件数 ３１５件  給付総額 １０，８０２，７２４円 

            ・結婚・出生祝金、傷病見舞金、死亡弔慰金等の給付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


